














からの脱却が目指された。第 3に，1970年に発足したロン・ノル（Lon, Nol）政権下 4では社会的










―学校教育の復興（1979 年から 1993 年）―
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推進の状況を把握する。続く第 2節において，ベトナム軍の撤退から 1993年 9月に新政府が樹立
されるまでの初等教育開発を，教育の「再クメール化」（re-khmerization）をキーワードに論じる。
１．ヘン・サムリン政権による初等教育開発（1979 ～ 1989 年）
1979年 1月，ヘン・サムリン率いるカンプチア救国民族統一戦線（United Front for the National 







族解放戦線（Khmer People’s National Liberation Front : KPNLF）11，シハヌーク派こと独立・中立・
平和・協力のカンボジアのための民族統一戦線（National United Front for an Independent, Neutral, 
Peaceful and Co-operative Cambodia: FUNCINPEC）12は，1982年 6月に連合抵抗政権である民主カ














中，ベトナム人専門家の指導のもと教育省（Ministry of Education: MoE）14による準備が進められ，





いるが 15，その数値は 1980/1981年度には 132万 8,053人，1981/1982年度には 153万 8,839人，







年度 学校数 クラス数 就学者数 教職員数
1979/1980 ― 12,069 947,317 13,619
1980/1981 ― 25,526 1,328,053 30,316
1981/1982 3,521 31,909 1,538,839 31,884
1982/1983 3,114 33,740 1,597,081 34,859
1983/1984 3,005 33,287 1,504,839 35,479
1984/1985 3,133 33,345 1,367,089 35,578
1985/1986 2,294 31,062 1,315,531 35,080
1986/1987 4,282 30,946 1,294,227 36,754
1987/1988 4,780 30,890 1,279,053 37,292
1988/1989 4,730 31,384 1,313,689 36,930
1989/1990 4,773 31,553 1,276,957 41,261
1990/1991 4,665 32,858 1,322,143 40,014
1991/1992 4,555 33,142 1,371,694 40,631
1992/1993 4,539 35,025 1,468,958 42,405
出典） Education Management Information System （EMIS） Office, Department of Planning （DoP）, 
Ministry of Education, Youth and Sport （MoEYS） （2011） Education Statistics & Indicators 




ナム人専門家によって構成されたカリキュラム・教科書開発センター（Center for Program Writing 







ポル・ポト政権を生き延びた初等教員は同政権発足前の約 8分の 1の 2,800人，前期中等教員は
約 10分の 1の 207人のみであったという 20。そのような状況の中，教員の確保は喫緊の課題であっ
た。短期養成の期間に関しては 1～ 3週間であったという証言もあるが 21，1979年 4月頃から教育
省が募集活動を行い，簡単な読み書きができる者を選出し，短期養成を経て教員として各学校に振
り分けていったようである。表 1の通り，1979/1980年度には 1万 3,619人が初等教育の教職員と
して登録されている。教員数，職員数それぞれの数値は明確になっていないが，現在の割合を参考
に考えた場合，1万 3,619人のうち約 8割が教員，残りの約 2割が職員であったと推察される。
初等教員養成が本格的に始動するのは 1980年 3月のことである。同年同月，初等教員養成校と
して州教員養成校（Provincial Teacher Training Center: PTTC）22が全国に 12校設置された。翌年
には遠隔地に新たに 6校が設置され 23，以後，現在に至るまで全 18校において初等教員養成が行
われている。州教員養成校には，1979年 5月にプノンペンに開設された教育省政治学校（Ministry 





1979/1980年度から 1980/1981年度にかけての 1年間で約 220％増加し，その後は緩やかな増加傾
向にある。
初等教育就学者数の急激な増加は 1982/1983年度をピークに落ち着きを見せ，以降，1980年代












































２．ベトナム軍撤退以降の初等教育開発（1989 ～ 1993 年）
1983年 2月に開かれたインドシナ 3国首脳会談においてカンボジアに駐留するベトナム軍の部











リ国際会議（Paris International Conference on Cambodia）が開催される。軍事や政治問題に関し
ては合意がなされず同会議は開始から 1ヵ月後に中断されたが，紆余曲折の末，1991年 10月に
パリにおいて，カンボジアを含む 19ヵ国の代表によって『カンボジア紛争の包括的政治解決に関
する協定』（The Agreements on a Comprehensive Political Settlement of the Cambodian Conflicts）（以
下，パリ和平協定と記す）が調印された 39。同協定では，国連カンボジア暫定統治機構（United 
Nation Transition Authority in Cambodia: UNTAC）（以下，UNTACと記す）の設置，四派の軍隊の
武装解除，難民の帰還，人権状況の監視，制憲議会選挙の実施等が定められ，新政権発足までの暫
定期間中は，四派の代表から構成されるカンボジア最高国民評議会（Cambodia Supreme National 
Council: SNC）がカンボジアの主権を体現する唯一の機関とされた。













パリ和平協定調印 1ヵ月前の 1991年 9月，万人のための教育世界会議（World Conference on 
Education for All）42及び同会議において採択された『基礎的な学習ニーズを満たす行動のための枠
組み』（Framework for Action: Meeting Basic Learning Needs）43を受けて，プノンペンにおいて万人

















年までに都市部と農村部の純就学率を 100％に，2000年までに遠隔部の純就学率を 100％にする 45）。
② 子どもと社会の本当のニーズに応えるためにカリキュラムと教科書を改善する。
③ より多くの初等教員を確保する。
④ 教員と児童に適切な教材（teaching and learning materials）を提供する。
⑤ 教員養成を通して教員の教授技術（pedagogical techniques）を向上させる。
⑥ 国際協力機関からの技術的・財政的援助を含めた国家資源・努力を結集させる。
出典）  State of Cambodia （SOC） （1991） National Conference on Education for All Final Report, Phnom 
Penh: SOC. National EFA 2000 Assessment Group, MoEYS （2000） Education for All 2000 Assessment, 





















































































 2 理事官府学校，地方学校，村落学校は，名称を変えながら後にクメール公立学校（école public khmer）を形成する。
 3 全国展開がなされるのは，1924年に誕生した改革寺院学校（école de pagode renovée）である。
 4 クメール共和国（Khmer Republic）時代。
 5 民主カンプチア（Democratic Kampuchea）時代。
 6 Ayres, David M. （2000） “The PRK and the SOC: The State in Transition”, Anatomy of a Crisis: Education, Development, 
and the State in Cambodia （1953–1998）, Honolulu: University of Hawai’i Press, Chapter 5, pp. 120–149.
 7 Clyton, Thomas （2000） Education and the Language: Hegemony and Pragmatism in Cambodia, 1979–1989, Hong Kong: 









 10 後のカンプチア人民革命党（Kampuchean People’s Revolutionary Party: KPRP）。
 11 ソン・サンは，シハヌーク時代に中央銀行総裁，首相，国家顧問等を歴任した人物である。
 12 FUNCINPECという頭文字は，フランス語表記（Front Uni National pour un Cambododge Indépendant Neutre 
Pacifique et Coopératif）による。
 13 Ayers （2000） op. cit., p. 129.
 14 現在の教育・青年・スポーツ省（Ministry of Education, Youth and Sport: MoEYS）。
 15 1979年 9月の時点では約 51万人であったが，1980年 1月には約 91万人に増加した。Reif f, Hans R. （1981） 
Education Emergency Assistance in Kampuchea: Report of a Mission, 19–31  October 1981 , Bangkok: UNICEF, p. 10.
 16 Ibid., p. v.
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 17 Ibid.
 18 Reiff, Hans R. （1980） Educational Emergency Assistance and Rehabilitation in Kampuchea: Consultant Report to 






 21 クライトンが教育省職員に対して行ったインタビューより。Clyton （2000） op. cit., p. 114.
 22 現在の州教員養成校（Provincial Teacher Training College: PTTC）。
 23 ただし，例えばストゥントレン州教員養成校（Stung Treng Provincial Teacher Training Center）で実際に養成が開
始されたのは 1984年からであり，開校年度にはばらつきがあった。
 24 かつての教育大学。1980年に中央教員養成・再研修校，1986年に教育管理者養成校，1993年に教育大学（Faculty 
of Pedagogy: FOP），2004年に国立教育大学（National Institute of Education: NIE）に改称・改組された。
 25 コロク，西野（2009）前掲論文，66頁。
 26 ただし小学校数のデータには不可解な点もあり，1985/1986年度のみ 2,294校と突出して少ない。また，教育省に
よる統計では 1979/1980年度と 1980/1981年度のデータは不明であるが，レイフはそれぞれ 5,290校，4,334校と
報告している。Reiff （1981） op. cit., p. 10.
 27 Ibid., p. v.
 28 Ayers （2000） op. cit., p. 140.
 29 ただし，遠隔地では 1986年から 3年制の教員養成も一部で実施されていた。
 30 Jennar, Raoul M. （1995） The Cambodian Constitutions （1953–1993）, Bangkok: White Lotus, p. 97. 日本語訳は四本健二
（1999）『カンボジア憲法論』勁草書房，227頁による。
 31 Clyton （2000） op. cit., p. 165.
 32 Ibid., pp. 89–94.




 34 Jennar （1995） op. cit., p. 96. 日本語訳は四本（1999）前掲書，227頁による。
 35 Ibid, p. 97. 日本語訳は四本（1999）前掲書，227頁による。
 36 平山（2012）前掲論文。
 37 Clyton （2000） op. cit., p. 115.
 38 Ibid., pp. 127–130.
 39 1989年から 1991年にかけてのカンボジア和平に向けた取り組みは，Jennar, Raoul M. （1998） Cambodian Chronicles 
1989–1996 : Volume 1, Bungling a Peace Plan 1989–1991 , Bangkok: White Lotusに詳しい。
 40 シハヌーク派を母体とする政党。ノロドム・ラナリットはノロドム・シハヌークの次男である。
 41 旧カンプチア人民革命党。
 42 1990年 4月にタイのジョムティエンで開催された，基礎教育の普及が国家的かつ国際的な義務であることを確認
した国際会議。ユネスコ，ユニセフ，世界銀行，国連開発計画（United Nations Development Programme: UNDP）
の共催で，155ヵ国の政府，20の国際機関，150以上の NGOが参加した。
 43 この枠組みの中で，「万人のための教育」（Education for All: EFA）達成に向けた 2000年を期限とする 6つの到達目
標が設定された。
 44 State of Cambodia （SOC） （1991） National Conference on Education for All Final Report, Phnom Penh: SOC, pp. 2–6.
 45 教育省の分類によると，都市部は特別市及び各州都，遠隔部は人口密度が 1km²内に 10人以下の場所，そして農
村部は都市部と遠隔部以外である。EMIS Center, DoP, MoEYS （2005） Education Statistics & Indicators 2004/2005 , 
Phnom Penh: MoEYS, p. iv, etc.
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 46 Duggan, Stephan J. （1996） “Education, Teacher Training and Prospects for Economic Recovery in Cambodia,” 
Comparative Education, Vol. 32 No.3, p. 369.
 47 セーブ・ザ・チルドレン・ノルウェー（Save the Children Norway）の別称。
 48 1993年の開始当初は初等教育段階においてのみ 12のクラスターが作られたが，現在はすべての教育段階に導入さ
れ，1,148のクラスターが存在する。EMIS Office, DoP, MoEYS （2011） Education Statistics & Indicators 2010/2011 , 





 52 Jennar （1995） op. cit., p. 116. 日本語訳は四本（1999）前掲書，237頁による。
 53 Ibid. 日本語訳は四本（1999）前掲書，237頁による。
 54 ただし，フランス語を教授言語として採用した大学，学部も一部に存在する。Locard, Henri （1995） Draft Report on 
Higher Education in Cambodia, Phnom Penh: UNESCO, pp. 29–32.
